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参考指標 

国による既存の調査結果等に基づき、各施策目標に掲げられた事項の進捗状況を計る上で参考とす

べき情報を「参考指標」として掲げている。それぞれの状況をより適切に把握するために、指標の

見直し・改善に努めることが必要である。 

（１）学校における安全に関する組織的取組の推進 

施策目標１ 全ての学校において、管理職のリーダーシップの下、学校安全の中核となる教職員を

中心とした組織的な学校安全体制を構築する。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

学校安全計画を策定している学校のうち、学校安全を推進するため

の中核となる教職員を校務分掌に位置付けている学校の割合 

９９．３％ 

（35,363校／35,607校） 

学校安全に関して組織的に取り組むため、全教職員が日頃の安全教

育・管理や危機発生時における自分の役割を理解している学校の割

合 

― 

施策目標２ 全ての学校において、学校安全計画及び危機管理マニュアルを策定する。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

学校安全計画を策定している学校の割合 
９８．２％ 

（35,607校／36,276校） 

学校安全計画を策定している学校の内、同計画の中に、学校の施設

及び設備の安全点検の内容を盛り込んでいる学校の割合 

９８．７％ 

（35,140校／35,607校） 

学校安全計画を策定している学校の内、同計画の中に、安全指導の

内容について盛り込んでいる学校の割合 

９９．３％ 

（35,372校／35,607校） 

学校安全計画を策定している学校の内、同計画の中に、職員の研修

等の内容について盛り込んでいる学校の割合 

８８．３％ 

（31,458校／35,607校） 

危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）を策定している学校

の割合 

９８．３％ 

（35,672校／36,276校） 

危機管理マニュアルに盛り込んでいる３領域の割合 

生活安全：９４．２％ 

（33,614校／35,672校） 

災害安全：９７．７％ 

（34,843校／35,672校） 

交通安全：７１．９％ 

（25,653校／35,672校） 

施策目標３ 全ての学校において、自校の学校安全に係る取組を評価・検証し、学校安全計画及び

危機管理マニュアルの改善を行う。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

学校安全計画を策定している学校の内、定期的又は必要に応じて、

同計画の検証を行った学校の割合 

９４．３％ 

（33,580校／35,607校） 

危機管理マニュアルを策定している学校の内、定期的又は必要に応

じて、同マニュアルの検証を行った学校の割合 

９２．６％ 

（33,022校／35,672校） 
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施策目標４ 全ての教職員が、各種機会を通じて、各キャリアステージにおいて、必要に応じた学

校安全に関する研修等を受ける。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

学校安全計画を策定している学校のうち、職員

の研修等について盛り込んでいる学校の割合 

８８．３％ 

（31,458校／35,607校） 

教職員への安全に関する研修を実施した都道

府県・指定都市教育委員会の割合 

８７．３％ 

（48教委／55教委） 

 

参考指標 現状（平成 26年度） 

初任者研修において「安全指導（生活安全、交

通安全、災害安全）」を扱っている地方公共団

体の割合 

①校内研修での実施状況 

小学校：７６．４％（84教委／110教委） 

中学校：７３．４％（80教委／109教委） 

高等学校：７７．９％（53教委／68教委） 

特別支援学校：７４．６％（50教委／67教委） 

②校外学習での実施状況 

小学校：９８．２％（108教委／110教委） 

中学校：９８．２％（107教委／109教委） 

高等学校：８６．８％（59教委／68教委） 

特別支援学校：９１．０％（61教委／67教委） 

初任者研修において「危機管理」を扱っている

地方公共団体の割合 

①校内研修での実施状況 

小学校：７０．０％（77教委／110教委） 

中学校：６８．８％（75教委／109教委） 

高等学校：６９．１％（47教委／68教委） 

特別支援学校：７０．１％（47教委／67教委） 

②校外学習での実施状況 

小学校：８８．２％（97教委／110教委） 

中学校：８９．０％（97教委／109教委） 

高等学校：７９．４％（54教委／68教委） 

特別支援学校：８５．１％（57教委／67教委） 

１０年経験者研修において「安全指導（生活安

全、交通安全、災害安全）」を扱っている地方公

共団体の割合（校外研修の実施状況） 

小学校：１７．３％（19教委／110教委） 

中学校：１８．２％（20教委／110教委） 

高等学校：２３．５％（16教委／68教委） 

特別支援学校：２０．０％（12教委／60教委） 

１０年経験者研修において「危機管理」を扱っ

ている地方公共団体の割合（校外研修の実施状

況） 

小学校：４０．９％（45教委／110教委） 

中学校：４０．９％（45教委／110教委） 

高等学校：４１．２％（28教委／68教委） 

特別支援学校：４５．０％（27教委／60教委） 

管理職研修において学校安全に関する内容を

扱っている地方公共団体の割合 
― 

教職課程を有する大学において、学校安全に関

する科目を設定している割合 
― 



3 

 

（２）安全に関する教育の充実方策 

施策目標５ 全ての学校において、学校教育活動全体を通じた安全教育を実施する。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

学校安全計画において、各教科等において、年間に指導する内容を

位置付け実践している学校の割合 
－ 

生活安全について指導している学校の割合 
９９．６％ 

（28,640校／28,741校） 

指導している教育活動の時間                       （単位：％）                            

 
教 科 

総合的な 

学習の時間 
学校行事 

児童会・ 

生徒会活動等 
学級活動 その他 

小学校（16,126校） ４８．９ ２５．１ ７９．４ １８．７ ８５．６ １２．２ 

中学校（8,048校） ４０．８ ３２．９ ５６．８ ２３．４ ８０．２ １４．０ 

高等学校（3,622校） ３７．２ ２１．９ ６３．１ ２３．４ ７６．５ １３．３ 

中等教育学校（30校） ５０．０ ５０．０ ５０．０ ４０．０ ７６．７ １１．７ 

特別支援学校（915校） ２８．６ ２１．７ ５６．８ ２０．４ ７４．２ ２４．４ 

計（28,741校） ４４．５ ２６．８ ７０．３ ２０．７ ８２．６ １３．０ 

災害安全について指導している学校の割合 
９９．８％ 

（28,676校／28,741校） 

指導している教育活動の時間                       （単位：％） 
 

 
教 科 

総合的な 

学習の時間 
学校行事 

児童会・ 

生徒会活動等 
学級活動 その他 

小学校（16,126校） ５４．２ ３０．２ ８７．９ １１．４ ８０．８ １１．９ 

中学校（8,048校） ５３．６ ３７．２ ７２．０ １７．０ ７４．０ １２．５ 

高等学校（3,622校） ３９．３ ２１．８ ７８．６ １７．０ ６７．６ ９．２ 

中等教育学校（30校） ５３．３ ４３．３ ７０．０ ３６．７ ６３．３ １０．０ 

特別支援学校（915校） ２８．０ ２２．４ ７７．８ １４．６ ６８．０ ２２．４ 

計（28,741校） ５１．３ ３０．８ ８１．９ １３．８ ７６．８ １２．０ 

交通安全について指導している学校の割合 
９９．７％ 

（28,658校／28,741校） 

指導している教育活動の時間                       （単位：％） 
 

 
教 科 

総合的な 

学習の時間 
学校行事 

児童会・ 

生徒会活動等 
学級活動 その他 

小学校（16,126校） ４７．７ ２４．７ ８５．５ １７．６ ８５．７ １３．３ 

中学校（8,048校） ３４．５ ３１．７ ５９．０ ２９．５ ８０．９ １６．８ 

高等学校（3,622校） ３６．４ ２０．７ ６８．１ ２９．８ ７６．２ １５．３ 

中等教育学校（30校） ４３．３ ３０．０ ６６．７ ３６．７ ９０．０ １６．７ 

特別支援学校（915校） ２６．１ ２４．０ ５６．６ １９．９ ７２．１ ２７．２ 

計（28,741校） ４１．９ ２６．２ ７５．０ ２２．６ ８２．７ １５．０ 
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施策目標６ 全ての学校において、自校の安全教育の充実の観点から、その取組を評価・検証し、

学校安全計画（安全管理、研修等の組織的活動を含む）の改善を行う。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

学校安全計画を策定している学校の内、定期的又は必要に応じて、

同計画の検証を行った学校の割合（再掲） 

９４．３％ 

（33,580校／35,607校） 

 

 

（３）学校の施設及び設備の整備充実 

施策目標７ 全ての学校において、耐震化の早期完了を目指すとともに、緊急的に取り組むことが

必要な老朽化対策等の安全対策を実施する。 

参考指標 現状（平成 28年度） 

公立学校施設の耐震化率（小中学校） ９８．１％（115,099棟／117,327棟） 

国立学校施設の耐震化率 ９７．９％（2,694万㎡／2,751万㎡） 

私立学校施設の耐震化率（幼稚園～高校等） ８６．４％（17,925棟／20,746棟） 

私立学校施設の耐震化率（大学等） ８８．８％（4,061万㎡／4,572万㎡） 

 

施策目標８ 全ての学校において、地域の特性に応じ、非常時の安全に関わる設備の整備を含めた

安全管理体制を充実させる。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

非常時の安全に関わる設備や備品を備えている学校の割合 
９９．５％ 

（36,112校／36,276校） 

自動体外式除細動器（AED）を設置又は平成 28年度内に設置を予定

している学校の割合 

９４．８％ 

（34,389校／36,276校） 

自動体外式除細動器（AED）を設置している学校の内、日常的に点

検している学校の割合 

９８．５％ 

（33,589校／34,088校） 

全ての教職員を対象とした、自動体外式除細動器（AED）の使用を

含む応急手当講習を行っている学校の割合 

７２．４％ 

（26,272校／36,276校） 

学校敷地内への不審者の侵入防止のための対応や校舎内への不審

者の侵入防止のための対応をとっている学校の割合 

９６．９％ 

（35,157校／36,276校） 

学校敷地内での不審者の発見・排除のための対応や学校へ不審者が

侵入するなどの緊急時に備えた対応をとっている学校 

９８．２％ 

（35,639校／36,276校） 

緊急地震速報受信システムを設置又は平成 28 年度内に設置を予定

している学校の割合 

４５．８％ 

（16,624校／36,276校） 
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施策目標９ 全ての学校において、定期的に学校施設・設備の安全点検を行うとともに、三領域（生

活安全・災害安全・交通安全）全ての観点から通学・通園路の安全点検を行い、児童生

徒等の学校生活環境の改善を行う。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

学校の施設及び設備の安全点検を実施した学校の割合 
９９．５％ 

（36,111校／36,276校） 

通学路の安全点検を実施した学校の割合 
８９．４％ 

（32,419校／36,276校） 

通学路の安全点検の実施状況                      （単位：％） 
 

 三領域いずれか 生活安全 災害安全 交通安全 

幼稚園（6,232校） ７０．６ ４８．１ ４３．９ ６６．０ 

幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園（1,301校） ５５．５ ３６．４ ３４．４ ４９．４ 

小学校（16,126校） ９９．４ ８９．５ ７８．０ ９８．０ 

中学校（8,048校） ９５．０ ７６．１ ６４．８ ９１．０ 

 

（４）学校安全に関する PDCAサイクルの確立 

施策目標 10 全ての学校において、学校管理下における事故等が発生した場合には、「学校事故対

応に関する指針」に基づく調査を行う。 

参考指標 現状 

「学校事故対応に関する指針」に基づく調査対象の事故すべてについて

基本調査を実施している学校の割合 
－ 

 

（５）家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進 

施策目標 11 全ての学校において、児童生徒等の安全に関する保護者・地域住民との連携体制を構

築する。 

施策目標 12 全ての学校において、児童生徒等の安全に関する外部専門家や行政機関等との連携体

制を構築する。 

参考指標 現状（平成 27年度） 

地域安全委員会や学警連等、児童生徒等の安全確保を図るため、家

庭や地域の関係機関・団体との間で協力要請や情報交換を行うため

の会議を開催している学校の割合 

９０．５％ 

（32,815校／36,276校） 

学校の施設が避難所になった場合の対応等について、自治体防災担

当部局、地域住民等との間にあらかじめ連携体制が図られている学

校の割合 

６６．３％ 

（24,052校／36,276校） 

学校内外において、地域のボランティアなどによる巡回・警備が行

われている学校の割合 

７０．０％ 

（25,387校／36,276校） 

学校安全計画や避難訓練等を外部有識者がチェック・助言する体

制が整備されている学校の割合 

３４．２％ 

（12,415校／36,276校） 

地域の行政機関との安全に関する情報共有や共同訓練等を行って

いる学校の割合 
― 


